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＜要旨＞ 

本稿では、情報通信技術（ICT）投資が企業の雇用と生産性に与える因果効果について、

過去の研究の動向を概観した上で実証的に検討する。実証分析に当たっては、税制が ICT

投資に与えた影響を計測した企業向けアンケート調査結果を利用した識別戦略によって、

税制の変更に起因する外生的な ICT 投資の増加が、企業レベルの総従業員数、IT 人材の割

合、社内と外部からの IT 人材の雇用数、労働生産性に与えた影響を推定する。情報処理実

態調査及び企業活動基本調査の個票データを用いた推定結果によれば、税制ショックに反

応した ICT 投資の結果、社内の非 ICT 人材が ICT 資本と補完的な ICT 人材として再配置さ

れたものの、労働生産性の改善は確認されなかった。これらの結果は、ICT 投資が生産性

を改善するためには、補完的な生産要素である労働の質（例：ICT リテラシー）を高める

ための追加的な投資が必要となることを示唆している。 
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Abstract 

 
This paper empirically examines the causal effects of ICT investments on firm employment and 

productivity. Based on an identification strategy using the survey responses of firms about the impact 

of the tax benefit on their ICT investments, we find the following: The increase in ICT investments 

responding to the tax benefit resulted in the conversion of internal non-ICT labor to ICT labor. Second, 

such conversion did not improve labor productivity. These results suggest that additional investments 

such as the investment on the quality of ICT labor (e.g., ICT literacy) is necessary for ICT investments 

to improve firm productivity. 
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１．はじめに 

 情報通信技術（ICT）の普及は生産性の上昇に寄与するのだろうか。ソローの有名なコメ

ント “You can see the computer age everywhere but in the productivity statistics”（Solow 1987）

に触発される形で、1990 年代には、この問いへの懐疑的な見解（例：Harris 1994; Brynjolfsson 

and Hitt 1998; Gordon 2000）が多く示された。その後、集計レベルのマクロデータを用いた

研究が蓄積される中で、近年では、ICT 投資が生産性の上昇をもたらすとする見解が支配

的となっている（例：Jorgenson and Stiroh 2000; O’Mahony and Vecchi 2005; van Arket al. 2008; 

Spiezia 2012; Kiliçaslanet al. 2017; Gordon and Sayed 2020）。 

こうした「大きなストーリー」は、企業などのレベルで計測されたミクロデータを用い

た研究からも支持を得ている。例えば、Syverson（2011）は、ICT 投資がマネジメントプラ

クティスとの相互作用（Bloom et al. 2012）、資本ストックの稼働率の改善（Hubbard 2003）、

生産プロセス内の特定のタスクの効率化（Bartel 2007）などを通じて、企業レベルの生産性

改善を実現した事例を紹介している。また、Stanley et al.（2018）は、経済学以外の分野を

含む膨大な実証分析のサーベイに基づき、携帯電話やインターネットを中心とする情報通

信網の拡大による効率的な情報伝達、膨大なデータと情報処理能力の向上を踏まえた事務

処理コストの低下（例：オンラインバンキング）、顧客管理や業務管理向けのソフトウェア

を用いた高スキル労働者の管理による組織運営上の効率性の改善など、ICT 投資が様々な

局面において企業の意思決定と業務の遂行を効率化し、生産性の改善に寄与している様子

を整理している。更に今日的な描写として、Agrawal et al.（2018）は、大規模データの利用

拡大と相まって近年目覚ましい発展を遂げている広義の機械学習手法の活用により、例え

ば、高精度の予測タスクが実施されることで、民間企業だけではなく公的セクターにおけ

る様々な業務が効率化されている事実を紹介している。 

ICT 投資が企業活動にもたらすこうした「便益」の一方で、労働者の立場から見た「脅

威」についても議論が展開されている。代表的な研究として、Autor et al.（2003）は、ICT 

によって代替されるタスクを検討している。ハードウェアとソフトウェアの組み合わせが

定型化された事務処理の大部分を人間よりも効率的に実施できるのであれば、それらの業

務を担当していた従業員のタスクが ICT によって代替される可能性があるだろう。例えば、

多くの企業が急速に研究開発を進めている自動運転技術は、現段階では鉄道交通網の一部

を除いて未だ広範囲に亘る実用化は行われていないものの、将来的には職業ドライバーの

雇用に大きな影響を与える可能性が高い。 

ICT による雇用の簒奪（replacement effect）が一般的には大きな注目を浴びる一方で、ICT

と補完関係にあるタスクの存在も指摘されている（Acemoglu and Autor 2011）。例えば、研

究・開発等の業務に従事する高スキルの労働者を典型例として、ICT 投資によって業務が

より効率的に実施されるケースがある（Lucchetti and Sterlacchini 2004; Michaels et al. 2014; 

Akerman et al. 2015）ほか、新しい業務が産みだされる可能性もある。雇用に対するこうし
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た直接的効果の他にも、ICT 投資がイノベーションや生産性の改善を通じてより高い付加

価値の創出に繋がる可能性（Gordon and Sayed 2020; Wang and Qi 2021; Pradhan et al. 2022）、

機械設備などの有形資本を含む広義の資本と  ICT 投資との間の代替・補完の可能性

（Colombo et al. 2013; DeStefano et al. 2018; Na et al. 2020）、それらの総合的な結果としての

生産性への影響など、ICT 投資が多岐に亘るチャネルを通じて企業活動に影響を及ぼし得

ることが検討されている。 

ICT 投資が企業活動へ与える影響については、こうした多岐に亘る理論的整理が進みつ

つも、多くの実証研究が相関関係に基づいた議論に留まっていた。ここで、因果関係の識

別を念頭に置いた実証研究の最大の難題は、ICT の導入が労働供給や生産性の変動といっ

た様々な要因と同時に決定される点にある。例えば、ICT の導入が進んだ企業とそうでな

い企業が観察され、前者が後者に比して雇用を減少させていたとする。残念ながら、この

観察データを根拠として ICT の導入が雇用の減少を生み出したと主張することは出来な

い。これは、何らかの事情（例：少子高齢化や労働者の移動による労働供給の低下）によ

る賃金上昇に伴って、企業が雇用を抑制せざるを得なくなり、結果として省力化を実現す

るための方法として ICT を導入した可能性など、ICT の導入と雇用の間に逆の因果関係を

含む様々なメカニズムが介在し得るためである。一般的に、ICT 投資と雇用に関する観察

データのみから、ICT 投資が雇用に与える影響に関する理論的整理を統計的に検証するこ

とは難しい。 

個々の企業による ICT 投資の実施が、雇用や生産性に対してどのような因果効果を有し

ているかを実証的に検討するためには、実証分析上のなんらかの工夫が必要となる。

Akerman et al.（2015）や DeStefano（2018）における、ブロードバンドの普及に関するタイ

ミングや地理的異質性に着目した自然実験アプローチや、後述する Gaggle and Wright（2017）

における、中小企業のみを対象とした ICT 投資優遇税制に着目した Regression Discontinuity 

Design（RDD）の利用などは、識別上の仮定を可能な限り緩めた上で ICT 投資の因果効果

を推定するための優れた工夫の例といえる。こうした近年の研究は、豊富な企業属性に関

するコントロール変数の下で ICT 投資によるアウトカムへの conditional correlation を確認

するに留まっていた既存研究を踏まえて、因果効果の明示的な識別に取り組んでいる。 

本稿も、こうした近年の先行研究と同様の問題意識から、本邦企業における ICT 投資の

実施が雇用と生産性に与える短期的な影響を、因果関係の識別に配慮しながら実証的に検

討する。後述の通り、Gaggle and Wright（2017）では、英国における ICT 投資優遇税制が

中小企業のみを対象としていた点に注目して、中小企業か否かの境目を用いた RDD を行

い、優遇税制による ICT 投資の外生的な増加が雇用や企業パフォーマンスに与えた影響を

推定している。これに対して本研究では、日本において 2003 年の税制改正で導入された 

「IT 投資促進税制」と 2006 年に創設され 2008 年に延長・拡充された「情報基盤強化税制」

に着目することで、税制の変更ショックに起因する ICT 投資の外生的な変化（増加）を計

測し、ICT 投資の実施が雇用と生産性に与える因果効果の識別に用いる。 
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日本において導入されたこれらの制度は、企業が ICT 投資を行った場合に、その一定割

合を法人税額から控除する税額控除や、この税額控除の一部を翌年度に繰り越すことを認

める税額繰越、更に ICT 投資の対象となる設備について一定割合を普通償却に加算して償

却することを認める特別償却を内容としており、何れも、企業が支払うべき税額の減免を

通じて ICT 投資の誘因付けを行うものである。ここで注意すべきは、Gaggle and Wright（2017）

の例とは異なり、これらの制度の対象が必ずしも特定の属性を有する企業（例：中小企業）

に限定されていない点である。そもそも、日本においては、ICT 投資促進税制の対象が徐々

に拡大される形で制度が整備されてきた経緯にあり、その適用範囲に関する分かりやすい

断層が存在しない結果、Gaggle and Wright（2017）が用いた RDD を用いることは出来ない。

そこで、本研究では分析の第一段階として、上記の ICT 投資促進税制が「企業の ICT 投資

に与えた影響」を明示的に調査した企業向けアンケート調査の結果を操作変数として利用

することで、税制変更ショックに起因する ICT 投資の外生的な変動を推定する。その上で、

分析の第二段階として、こうして推定された外生的な ICT 投資の変動が、企業の雇用や生

産性とどの様に関係しているかを推定することで、ICT 投資の実施が雇用と生産性に与え

る因果効果を識別する。 

本研究は、近年の幾つかの研究が試みている ICT 投資が企業の雇用と生産性に与える因

果効果の厳密な識別について、追加的な実証結果を提供することを意図している。特に、

既存研究が用いてきた自然実験アプローチを補完する形で、企業による主観的な評価を計

測したアンケート結果を用いた因果推論を行っている点に特徴がある。現在の所、ICT 投

資の因果効果について明示的な因果推論を試みた研究は限られており、本研究の分析は当

該分野の実証結果の蓄積に寄与するものと考えられる。 

本研究で用いる情報処理実態調査の個票データには、ICT 投資の詳細と税制の利用実績、

また、ICT 投資の効果に関する企業の主観的評価に加えて、従業員数やその内訳としての

ICT 利用者及び情報処理要員（ICT 人材）の人員数、またそれらの更なる内訳としての社内

の ICT 人材と外部からの派遣 ICT 人材の雇用数に関するサーベイ結果が記録されている。

また、企業活動基本調査には、労働生産性を計測するために必要となる財務データが格納

されている。本研究では、これらのデータのうち分析目的に照らして十分な情報が記録さ

れている二千社程度を対象として、税制の変更後１年程度の短期間を対象とした推定を行

った。 

推定結果は以下の通りである。第一に、税制変更ショックに起因する外生的な ICT 投資

の増加は企業レベルの総従業員数には影響せず、理論的な研究で可能性が指摘されていた 

「replacement effect が総従業員数の純減をもたらしている」という結果は確認されなかった。

一方で、第二の結果として、当該 ICT 投資の増加は、社内における ICT 人材の雇用増をも

たらした。ICT 投資に際して総従業員数が変化していないという上記の結果を踏まえると、

この結果は、二種類の労働者タイプ（ICT 人材、非 ICT 人材）の割合が、税制変更ショッ

クに起因する外生的な ICT 投資の増加に反応して、ICT 人材シェアを高める方向へ変化し
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たことを意味している。なお、追加的な分析として行った、社内の ICT 人材に関する雇用

と社外から派遣された ICT 人材の雇用とを独立したアウトカムとして取り扱った推定の結

果から、こうした変化が、社内 ICT 人材の雇用数増を主因としており、社外から派遣され

た外部 ICT 人材の増加によるものではないことも確認している。第三に、ICT 投資の増加

が労働生産性に与える影響については、2003 年の税制変更を対象としたベースライン推定

からは正の効果が確認されたものの、2008 年の税制変更を対象とした分析や、頑健性のチ

ェックを目的とした追加的な分析では確認されず、ICT 投資の実施が労働生産性に与える

短期の影響は限定的な水準に留まっていたと評価される。 

これらの結果は、ICT 投資の促進を目的として導入された税制変更のショックが外生的

な ICT 投資の実施に繋がった結果、社内の非 ICT 人材が ICT 資本と補完的な ICT 人材へ

（社内の雇用数全体を変化させることなく）再配分されたものの、短期における生産性の

上昇には繋がらなかったことを意味している。また、ICT 投資と補完的な生産要素（ICT 利

用者及び情報処理要員）の存在を示唆するものである。更に、こうした補完的な生産要素

の「質」が、例えば、更なる人的資本投資を通じたリスキリングによって高まること無く

しては、ICT 投資が生産性の改善に貢献する余地が限られることも示している。本研究で

は、税制の変更後１年程度の短期間を対象とした因果効果の推定を行っており、かつ、各

企業内における人的資本投資の動向について勘案することによって ICT 投資の効果に係る

異質性を対象とした分析は実施できていない。こうした前提の下で、ICT 投資が労働生産

性に与える影響について限定的な評価となった。 

本稿の構成は以下の通りである。第２節では、本研究と関連する既存研究を概観する。

第３節では、本稿での分析の前提となる税制改正の制度的背景を説明する。第４節、第５

節では、各々本稿における実証戦略と分析用データについて説明した上で、第６節で実証

分析の結果をまとめる。第７節では、本稿での分析を踏まえたディスカッションとまとめ

を示す。 

 

２．関連する先行研究 

ICT 投資が企業行動に及ぼす影響を分析した既存研究の多くは、豊富なコントロール変

数を用いた推定を行うことで、ICT 投資と企業レベルの属性変数との間の conditional corre-

lation を推定している。Draca et al.（2006）や Acemoglu and Autor（2011）が詳細にサーベ

イしているこれらの既存研究では、ICT 投資と企業パフォーマンスに関する関係性を様々

なデータに基づいて描写し、可能な範囲で因果関係としての解釈を試みているが、必ずし

も ICT 投資から企業レベルの属性への直接的な因果効果を識別しているものではない。 

こうした観察データに基づく conditional correlation の推定から一歩進んで、ICT 投資が雇

用や生産性といった企業属性に与える因果効果を明示的に分析した先行研究が蓄積されて

いる。本研究と最も密接に関連する先行研究は、2000 年から 2004 年にかけて英国におい
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て実施された ICT 投資に関する 100％の税額控除措置を自然実験として用いた Gaggle and 

Wright（2017）である。彼らは、当該税制措置が中小企業に対してのみ提供されたことに

着目して、規模の上で同程度ではあるものの中小企業ステータスを有する企業とそうでな

い企業とを比較することで、まず、当該税制措置が中小企業における実際の ICT 投資増加

をもたらしたことを示した。その上で、彼らは、この ICT 投資増が、雇用や労働生産性の

増加をもたらしたほか、そうした雇用増や賃金増が非定型業務に携わる cognitive-intensive 

employment において顕著に確認されることを、企業レベル及び従業員レベルのデータを用

いて実証的に示した。彼らの実証結果は、Autor et al.（2003）などで理論的に提案されてい

るタスクベースの理論モデルが示唆するメカニズムと整合的である。 

本研究が対象とする日本企業については、本研究でも使用する 2003 年の情報処理実態

調査個票データを用いた幾つかの既存研究が存在する。例えば、黒川（2006）は、IT 関連

の生産要素として、ハードウェア、ソフトウェア、IT 労働力を計測し、これらを含む生産

関数推定によって、IT 関連生産要素に紐づく超過リターンが存在するかをテストした結果、

IT 投資が必ずしも生産に寄与していないと評価している。一方で、峰滝（2005）は、日本

企業の IT 化の進展そのものが生産性に対して正の効果をもたらしているほか、組織や人的

資本の蓄積が同時に進んでいる場合により高い効果が発現する可能性があることを報告し

ている。これらの研究と同じデータに基づいて、篠﨑（2006）でも、企業内の組織や業務

体制の構築と人的資本の蓄積が、情報化の効果をより高める可能性があるとしている。 

これらの先行研究を踏まえた本研究の貢献は以下の二点である。第一に、ICT 投資が雇

用や生産性に与える因果効果に関しては研究の蓄積が進んでいる段階であり、既存研究と

は異なるアプローチを用いて因果推論に取り組んだ点に本研究の貢献が認められる。第二

に、日本企業を対象とした実証分析ではこうした因果推論の試みは皆無であり、英国など

のデータで確認された実証結果にどの程度の外的妥当性が存在するかを確認する点にも本

稿の貢献が認められる。 

 

３．本研究が対象とする ICT 投資関連税制変更のバックグラウンド 

本節では、本研究において ICT 投資関連税制として参照する二つの税制変更の具体的な

内容を概観する。第一の税制変更は、2003 年の税制改正に際して導入された「IT 投資促進

税制」である。この制度は、ソフト・ハード双方の ICT 投資を促進することで、企画・開

発・生産・販売等の各段階における企業経営の効率化と新たなビジネス・モデルの創出を

加速し、我が国産業の競争力を強化することを目的としており、以下の五つの特徴がある。

第一に、大企業を含めてすべての企業・業種が対象となっている。第二に、それまでも税

制優遇の対象であったハードウェアの対象機器が拡大されたほか、ソフトウェア投資が初

めて対象となっている。第三に、従前の減税措置に比べて、減税の措置内容が大きく拡大

されている。第四に、中小・中堅企業（資本金３億円以下）については、リース投資も税
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額控除の対象となっている。第五に、税額控除と特別償却について企業の自社の状況に応

じて自由に選択可能となった。これらの特徴の中で特に重要な点は、ソフトウェアが初め

て対象になった点と、現在の措置内容が大きく拡大されている点である。このことは、2003

年の税制改正によって、ICT 投資の中でも特にソフトウェア投資の実質的な価格が大幅に

低下したことを意味しており、税制変更に由来する ICT 投資の外生的な変動が生じた可能

性がある。 

第二の税制変更は、2006 年に創設され 2008 年に延長・拡充された「情報基盤強化税制」

である。この制度は、高度な情報セキュリティが確保された情報システム投資を促進する

ことで、日本企業の情報基盤を強化することを目的としており、サーバー用オペレーティ

ングシステム及び当該システムがインストールされたサーバー、データベース管理ソフト

ウェア、当該ソフトウェアの機能を利用するアプリケーションソフトウェア、ファイアウ

ォールの取得･製作・賃借に関して、特別償却または税額控除を認めるものである。具体的

には、基準取得価額の 50%相当額の特別償却と 10%相当額の特別税額控除との選択適用が

できるほか、当期の法人税額の 20%相当額を限度とし、控除限度を超過した金額について

は１年間の繰越しが可能となっている。本研究で参照する 2008 年の延長・拡充では、この

制度について、対象設備等に、部門間・企業間で分断されている情報システムを連携する

ソフトウェアとして一定の要件を満たすものが追加されたほか、相対的に小規模な事業者

について、取得価額の合計額の最低限度が引き下げられている。一方で、比較的大規模な

事業者については、対象設備等の取得価額の合計額のうち本税制の対象となる金額に一定

の制限が設けられている。第一の制度変更とは異なり、本研究が参照するこの第二の制度

変更は既存制度の延長・拡充であり、かつそもそも制度の対象となる設備が限定的なもの

である。しかし、制度が対象とする範囲が拡充された上に、特に相対的に規模の小さな事

業者にとっては税制上の優遇範囲が拡充されているという点に着目すれば、定性的には第

一の制度改正を同様の意味を持っていると考えられる。 

本研究が特にこれら二つの制度変更を分析対象として取り扱う理由は、これらの制度変

更後に、既述の情報処理実態調査において「税制が ICT 投資に与えた影響」に関するアン

ケート調査が行われている点にある。後述する通り、情報処理実態調査は 1969 年に調査が

開始され、以降 2017 年まで継続的に調査が実施されてきたが、税制が企業の ICT 投資に与

えた影響について明示的に調査を行ったのはこれら二度の税制変更に際してのみである 1。 

 

４．実証戦略 

本節では、本研究における実証戦略を概観する。本研究の分析対象は、ICT 投資が企業

の雇用と生産性に対して与えた影響である。そこで、実施された ICT 投資のうち税制変更

に対応した投資の程度を推定した上で、その推定値と雇用および生産性との間の関係を推

 
1 具体的には、2003 年・2004 年、2008 年・2009 年・2010 年に調査が行われている 
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定することで、ICT 投資が企業の雇用と生産性に対して与えた因果効果を計測する。 

まず、分析の第一段階として、政府統計の一つである情報処理実態調査において、上記

の ICT 投資関連税制が「ICT 投資に対して与えた影響」を対象とする設問があることに注

目し、この情報を ICT 投資に対する操作変数として用いる。このアンケート結果は、「税制

がどの程度自社の ICT 投資を増加させたか」を回答企業が主観的な評価として答えたもの

である。本研究では、この回答企業の主観的な評価が、設問の意図通り、税制が無い場合

において自社が実施していたであろう ICT 投資の度合いに比して、税制の結果として自社

が実施した ICT 投資がどの程度増加したかを計測していると仮定する。こうした仮定の下

では、この主観的な評価へ雇用や生産性を直接回帰することで、税制由来の ICT 投資が雇

用や生産性へ与えた因果効果全体を推定することも可能であるが、本研究では、分析の第

一段階として、データから観察可能な実際の ICT 投資額を参照することで、実施された ICT

投資のうち税制変更に対応した金額を推定する。具体的には、税制変更の投資誘因効果に

関する産業 𝑖𝑖 に属する企業 𝑓𝑓 のアンケート回答結果（𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓）を、各企業の従業員一人当たり

ICT 投資実施額（𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓）に関する操作変数として用いることで、税制ショックに由来する

ICT 投資の水準を推定する。 

  𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 = 𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽1𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓 + 𝜀𝜀𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 where 𝑡𝑡 = 2003, 2008 

この分析の直観的なメカニクスは以下の通りである。いま従業員一人当たり 100 単位の

ICT 投資を税制変更後に行った企業 A から、この税制変更が「ICT 投資の実施に対して影

響を与えた」との回答が得られたとする。一方で、従業員一人当たり 50 単位の ICT 投資を

税制変更後に行った企業 B からは、税制変更が「ICT 投資の実施に対して影響を与えてい

ない」との回答が得られたとする。両社に関する他の条件を包括的にコントロールした上

であれば、こうした差異は税制変更が ICT 投資に与える影響を検討する上で参考になるで

あろう。ここで、更に、税制変更が「ICT 投資の実施に対して影響を与えていない」と回

答した企業 C が従業員一人当たり 100 単位の ICT 投資を税制変更後に行っていたという

情報が得られたとしよう。これらの情報から、企業 A の実施した従業員一人当たり 100 単

位の ICT 投資には、企業 C の実施した従業員一人当たり 100 単位の ICT 投資に比して、税

制に起因する ICT 投資が多く含まれると考えられる。このように、税制ショックの効果の

有無に関する主観的な評価を参照しながら、税制変更に由来する税制変更後の ICT 投資額

を取り出すことが本稿における実証分析の第一段階である。 

ここで十分に注意を払うべきは、上記の「両社に関する他の条件を包括的にコントロー

ルした上であれば」という前提である。こうした前提が必要となる理由としては、例えば、

税制変更が ICT 投資の実施に対して極めて効果的であった、と回答した企業が、そもそも

優れたパフォーマンスを有する企業であり、従前から多くの ICT 投資を行っていたという

懸念が挙げられる。本研究では、こうした懸念を排除するために、まず、ICT 投資の実施

時期における時変の企業属性（ラグ付き売上高の変化∆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓−1）と産業レベルの要因（𝜂𝜂𝑗𝑗）
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をコントロールしつつ、税制変更に由来する税制改正後の従業員一人当たり ICT 投資実施

額の「水準」（𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓）に関する外生的な変動を推定した分析をベースラインとして採用する。

これらのコントロール変数のうち前者によって、企業レベルの confounding factor がある程

度コントロールされるほか、後者によって、パフォーマンスの変化を計測している期間中

の産業固有のショックをコントロールすることが出来る。推定式は（１）の通りである。 

   𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 = 𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽1𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓 + 𝛽𝛽2∆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑒𝑒𝑠𝑠𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓−1 + 𝜂𝜂𝑗𝑗 + 𝜀𝜀𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 where 𝑡𝑡 = 2003, 2008   （１） 

次に、結果の頑健性を確認するために、（１）式で被説明変数として用いた税制改正後の

従業員一人当たり ICT 投資実施額の「水準」ではなく、税制改正前後の従業員一人当たり

ICT 投資実施額の「変化」を対象として、この従業員一人当たり ICT 投資の変動の中で税

制に起因する部分を推定したモデルを用いる。このモデルでは、税制変更が ICT 投資の実

施に対して極めて効果的であった、と回答した企業が、何らかの理由で従前から高い ICT

投資の「水準」を行っていたという懸念について考慮されている。推定式は（２）の通り

である。 

   ∆𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 = 𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽1𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓 + 𝛽𝛽2∆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓−1 + 𝜂𝜂𝑗𝑗 + 𝜀𝜀𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 where 𝑡𝑡 = 2003, 2008   （２） 

これらの第一段階の推定結果から予測された𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓� 及び∆𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓� は、税制変更に由来する

税制変更後の従業員一人当たり ICT 投資額の水準（𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓� ）及び税制変更に由来する税制

変更前後の従業員一人当たり ICT 投資額の変化（∆𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓� ）として解釈できる。本研究では、

𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓が𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓および∆𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓とは相関しているが、企業の雇用及び生産性を対象とした第二段

階目の推定式における誤差項とは相関していないという識別上の仮定の下で、企業レベル

の従業員数、従業員に占める ICT 利用者及び情報処理要員（ICT 人材）の雇用シェア、社

内の ICT 人材と外部からの派遣 ICT 人材の雇用、労働生産性に与える短期の影響を各々推

定する。この識別上の仮定は、「税制がどの程度自社の ICT 投資を増加させたか」というア

ンケートに対する企業回答が、設問の意図通り、税制に起因する（税制ショックが無い状

態との比較で見た）自社 ICT 投資の反応を計測している場合は満たされる。つまり、𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓は

ICT 投資との相関を通じてのみ雇用や生産性と相関することとなる。なお、本稿では、

Gaggle and Wright（2017）に倣って、外部環境が大きく変化していない期間に分析対象を絞

る趣旨から短期の影響に注目する。 

この第二段階での分析に当たって注意すべきは、ICT を有効活用出来る内部組織を有し

ているなどの意味で優れた企業が、従前から継続して高いパフォーマンスを示しており、

結果として高い水準のパフォーマンスが ICT 投資前後において観察されていたに過ぎない

という可能性である。この場合、税制の投資誘因効果に関する主観的評価を参照しながら

計測した外生的な ICT 投資の実施が、事後的な企業パフォーマンス（の水準）と正の相関

を有していたとしても、その相関をもって因果関係を主張することが出来ない。そこで、

本稿では、税制導入前から税制導入後に亘る企業属性の「変化」を計測した上で、その変
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化と税制ショック由来の ICT 投資との間の関係を推定することで、ICT 投資が雇用や生産

性からなる企業属性に対してどのような因果効果を有していたかを推定する。税制変更前

後の雇用変数の差分（∆𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓）を分析対象のアウトカムとする場合の推定式は以下の（３

－１）および（３－２）である。 

  ∆𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 = 𝛿𝛿0 + 𝛿𝛿1𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓� + 𝛿𝛿2∆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓−1 + 𝜈𝜈𝑗𝑗 + 𝜖𝜖𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡 where 𝑡𝑡 = 2003, 2008 （３－１） 

  ∆𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 = 𝛿𝛿0 + 𝛿𝛿1∆𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓� + 𝛿𝛿2∆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓−1 + 𝜈𝜈𝑗𝑗 + 𝜖𝜖𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 where 𝑡𝑡 = 2003, 2008 （３－２） 

税制変更前後の生産性の差分（∆𝐿𝐿𝐿𝐿𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓）を分析対象のアウトカムとする場合の推定式は

以下の（４－１）および（４－２）である。 

  ∆𝐿𝐿𝐿𝐿𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 = 𝛿𝛿0 + 𝛿𝛿1𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓� + 𝛿𝛿2∆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓−1 + 𝜈𝜈𝑗𝑗 + 𝜖𝜖𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 where 𝑡𝑡 = 2003, 2008 （４－１） 

  ∆𝐿𝐿𝐿𝐿𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 = 𝛿𝛿0 + 𝛿𝛿1∆𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓� + 𝛿𝛿2∆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓−1 + 𝜈𝜈𝑗𝑗 + 𝜖𝜖𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓 where 𝑡𝑡 = 2003, 2008 （４－２） 

以上の実証戦略をまとめると、第一段階において、アンケート結果を参照しながら税制の

変更に起因して生じた外生的な ICT 投資の変動を水準と変化分に関して計測した上で、第

二段階として、その ICT 投資（の水準と変化分に関する）の外生的な変動が雇用や生産性

の変化分とどの様に関係しているかを推定することで、ICT 投資が企業の雇用と生産性に

対して与えた因果効果を識別する。 

 

５．データ 

本節では、分析用データセットについて概観する。本研究では、政府統計である情報処

理実態調査と企業活動基本調査の企業レベル個票データを用いる。 

 

5.1 情報処理実態調査 

情報処理実態調査は、本邦民間企業における情報処理の実態を把握し、情報政策の基礎

資料とすることを目的として、1969 年に調査が開始され、調査が実施されなかった 2015 年

を除いて、2017 年に調査が終了するまで毎年実施されていた政府統計の一つである。ICT

産業の競争力強化と ICT の戦略的活用による経済・産業・社会の再生に向けた政策調査と

いう調査の目的を反映して、全国の企業のうち、外国公務、国家公務、地方公務、郵便局、

政治・経済・文化団体、宗教及び分類不能の産業を除く全産業の企業又は団体で、資本金

3,000 万円以上かつ総従業員 50 人以上の企業又は団体を対象としている。標本調査で行わ

れた各年の調査回収数は 4000 社から 9000 社程度である。 

情報処理実態調査では、ICT 関係の支出を、ハードウェアとソフトウェアに分けて調査

しているほか、社内の ICT 人材についてもその概数を把握している。また、2003 年に「IT
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投資促進税制」が導入された際と、2008 年に「情報基盤強化税制」が延長・拡充された際

には、税制変更によって各社の ICT 投資がどの様な影響を受けたかについても調査してい

る。具体的には、2003 年及び 2004 年の調査において、「IT 投資税制は貴社の IT 投資に影

響を与えますか」という設問があり、これに対して「１．既に影響を与えていると思う」、

「２．現段階では影響を与えていないが、本税制の適用期間内（2006 年 3 月）迄には影響

を与えるものと思われる」、「３．影響を与えていないと思う」から回答企業が選択する形

となっている。また、2008 年、2009 年、及び 2010 年の調査において、「情報基盤強化税制

は、貴社の IT 投資をどの程度増加させた（または今後増加させる）と思いますか」という

設問があり、これに対して「0％～１％未満」から「20％以上」までの六段階から回答企業

が選択する形となっている。 

 

5.2 企業活動基本調査 

企業活動基本調査は、企業活動の実態を明らかにし、企業に関する施策の基礎資料を得

ることを目的に、1992 年から全国の企業のうち該当業種の事業所を持つ企業のうち従業者

50 人以上かつ資本金又は出資金 3,000 万円以上の会社全て対象として実施されている政府

統計の一つである。各年の回答企業数は 30000 社程度である。 

 同調査では、本邦企業の企業活動を把握する目的から、様々な企業属性を計測しており、

その中には経常利益、人件費、減価償却費なども含まれる。本研究では、この企業レベル

の変数を用いて労働生産性を計測する。 

 

5.3 変数 
本稿の分析で用いる変数は以下のとおりである。第一に、ICT 投資額（𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓）として、

情報処理実態調査で計測された総 ICT 投資額（支出額）、ICT ハードウェア投資額、ICT ソ

フトウェア投資額の従業員一人当たり金額を用いる。これらの変数に関する留意点として、

2003 年・2004 年調査では当期に発生した ICT 費用（例：固定資産未計上分の買取額、減価

償却費）のみを計上しているのに対して、2008 年・2009 年・2010 年調査では、固定資産へ

の計上の有無を問わず買取額が全て計上されている（減価償却費は含まず）。このため、後

者が規模としては相当程度大きなものとなっている。 
第二に、税制改正後の ICT 投資額の水準（𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓）および税制改正前後の ICT 投資額の差

分（∆𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓）に対する操作変数（𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓）として、前節で概観した「税制変更によって各社の

ICT 投資がどの様な影響を受けたか」という問いに対する回答を用いる。具体的には、2003

年及び 2004 年の調査については、「１．既に影響を与えていると思う」という回答の場合

に１を取り、それ以外の場合に０を取るダミー変数（𝟏𝟏�𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇 𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑓𝑓𝑓𝑓�）を用い、2008

年、 2009 年、及び  2010 年の調査については、各選択肢に対応したダミー変数

（𝟏𝟏�𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 1𝑓𝑓𝑓𝑓�、・・・、𝟏𝟏�𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 6𝑓𝑓𝑓𝑓�）を用いる。 

第三に、雇用関連変数（𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓）としては、企業レベルの従業員数の対数値（LN(#𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓)）、
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従業員に占める ICT 利用者及び情報処理要員（ICT 人材）の雇用数シェア（#𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 

 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓/#𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓）、社内の ICT 人材と外部からの派遣 ICT 人材の雇用数シェア（#𝐼𝐼𝐼𝐼ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜 

 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓/#𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓、#𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓/#𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓）を用いる。この雇用関連変数に

関しては以下の注意点がある。まず、#𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓には、社内 ICT 人材と外部からの

派遣 ICT 人材が含まれるため、#𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓/#𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓が１を超える企業が存在する。

次に、2003 年・2004 年調査を用いた分析では、#𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓の中に、単なる ICT 利

用者と ICT に関する企画や運営などを担当する情報処理要員が含まれているのに対して、

2008 年・2009 年・2010 年調査では後者のみが含まれている 2。最後に、生産性関連変数と

して、労働生産性（𝐿𝐿𝐿𝐿𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓）を用いる。 

表１および表２は、これらの変数に関する要約統計を整理したものである。本研究の分

析では、情報処理実態調査のデータのみを用いたサンプル（表１）での分析を中心としつ

つ、企業活動基本調査のデータが必要となる労働生産性の分析のみは、両データを接続で

きる範囲のサンプル（表２）を対象とした分析を行う。表３は、2009 年、及び 2010 年の調

査における𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 1𝑓𝑓𝑓𝑓、・・・、𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 6𝑓𝑓𝑓𝑓の分布を示したものである。 

 

表１ 要約統計（情報処理実態調査のデータのみ） 

 

 
2 2003 年・2004 年調査についても、情報処理要員のみを取り出すことは可能である。 

Variable Unit Obs Mean SD Min Max Obs Mean SD Min Max

(Treatment variable)
1(Tax is effective) Dummy variable 4,472 0.20 0.40 0 1

Tax impact Scale from 0 to 6 4,553 0.17 0.94 0 6
(ICT investment measures)
Total ICT Investment / #EMP 4,472 3.14 1.77 0 8.63 4,552 0.25 0.42 0 4.19

Hard ICT Investment / #EMP 4,472 1.90 1.34 0 7.53 4,552 0.11 0.20 0 3.56

Soft ICT Investment / #EMP 4,472 1.43 1.46 0 7.83 4,552 0.10 0.23 0 3.05
(Employment measures)
#EMP Number 4,472 837 2,993 1 74,789 4,552 1,120 4,055 10 131,200

   #In-house ICT EMP Number 4,472 452 1,974 0 74,000 4,382 11 39 0 982

   #Outsourced ICT EMP Number 4,472 25 207 0 6,760 3,591 14 93 0 2,084

#ICT_EMP/#EMP Share 4,472 0.59 0.48 0 14.73 3,555 0.03 0.10 0 3.97

#In-house ICT_EMP/#EMP Share 4,472 0.56 0.39 0 1.00 4,381 0.02 0.04 0 0.94

#Outsourced ICT_EMP/#EMP Share 4,472 0.03 0.25 0 14.52 3,590 0.01 0.08 0 3.95

ΔLN(#EMP) Growth rate 2,910 -0.01 0.34 -4.02 5.87 2,876 0.00 0.23 -2.16 2.53

Δ#ICT_EMP/#EMP ΔShare 2,910 -0.02 0.49 -10.18 14.52 1,945 -0.02 0.18 -2.08 3.97

Δ#In-house ICT_EMP/#EMP ΔShare 2,910 -0.02 0.37 -10.18 1.00 2,718 -0.02 0.12 -0.99 0.10

Δ#Outsourced ICT_EMP/#EMP ΔShare 2,910 0.00 0.32 -7.27 14.52 1,972 0.00 0.11 -1.17 3.95
(Control variable)
LN(Sales) Log(million JPY) 4,186 9.02 1.80 3.00 16.06 4,391 9.29 1.83 0.00 16.32

ΔLN(Sales) Growth rate 2,737 0.00 0.32 -4.37 3.98 2,735 0.03 0.41 -4.18 6.21

2004 sample 2008 sample

 ('03)
10 thousand JPY

('07)
1 million JPY
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表２ 要約統計（情報処理実態調査及び企業活動基本調査のデータ） 

 

表３ 「税制変更が ICT 投資に与えた影響」に関する回答の分布 

  

 

６．推定結果 

本節では、推定結果を示す。第一に、2003 年・2004 年データを用いた分析結果のうち、

雇用関連変数を対象とした ICT 投資の因果効果を示す。第二に、同様の推定結果を 2008年・

2009 年・2010 年データについて示す。その上で、第三に、労働生産性を対象とした ICT 投

資の因果効果を示す。最後に、頑健性の確認を目的とした分析結果を示す。 

Variable Unit Obs Mean SD Min Max Obs Mean SD Min Max

(Treatment variable)
1(Tax is effective) Dummy variable 2,506 0.24 0.43 0 1

Tax impact Scale from 0 to 6 2,440 0.14 0.85 0 6
(ICT investment measures)
Total ICT Investment / #EMP 2,506 3.09 1.71 0 8.63 2,440 0.22 0.40 0 4.19

Hard ICT Investment / #EMP 2,506 1.82 1.25 0 7.36 2,440 0.09 0.19 0 3.56

Soft ICT Investment / #EMP 2,506 1.43 1.43 0 7.83 2,440 0.09 0.23 0 3.05
(Employment measures)
#EMP Number 2,506 893 3,088 1 74,789 2,440 974 3,041 10 69,478

   #In-house ICT EMP Number 2,506 459 1,839 0 36,568 2,360 11 42 0 982

   #Outsourced ICT EMP Number 2,506 23 186 0 5,965 1,906 12 79 0 2,084

#ICT_EMP/#EMP Share 2,506 0.57 0.42 0 3.89 1,887 0.02 0.07 0 2.45

#In-house ICT_EMP/#EMP Share 2,506 0.55 0.38 0 1.00 2,360 0.02 0.04 0 0.94

#Outsourced ICT_EMP/#EMP Share 2,506 0.03 0.12 0 2.89 1,906 0.01 0.04 0 1.57

ΔLN(#EMP) Growth rate 1,626 -0.01 0.31 -4.02 3.22 1,501 0.00 0.24 -2.16 2.53

Δ#ICT_EMP/#EMP ΔShare 1,626 -0.03 0.40 -7.27 1.22 997 -0.03 0.17 -1.65 1.09

Δ#In-house ICT_EMP/#EMP ΔShare 1,626 -0.02 0.32 -1.70 1.00 1,428 -0.03 0.13 -0.99 0.10

Δ#Outsourced ICT_EMP/#EMP ΔShare 1,626 -0.01 0.21 -7.27 0.81 1,012 0.00 0.06 -0.98 1.15
(Productivity measure)
LN('Labor productivity) Log(Million JPY) 2,402 9.22 1.73 4.69 16.06 2,387 9.31 1.78 0.00 16.32

ΔLN(Labor productivity) Growth rate 1,554 0.00 0.25 -2.89 3.98 1,462 0.02 0.40 -3.85 6.21
(Control variable)
LN(Sales) Log(million JPY) 2,473 1.99 0.66 0.00 6.69 2,183 1.89 0.74 0.00 5.58

ΔLN(Sales) Growth rate 1,604 0.01 0.28 -3.26 2.00 1,314 -0.02 0.34 -2.93 2.23

2004 sample with BSJBSA 2008 sample with BSJBSA

 ('03)
10 thousand JPY

('07)
1 million JPY

Variable Definition Frequency Percent

Tax impact= ICT tax system…

0 does not increase ICT investment 4,386 96.33

1 increases by 0%=< and <1% 10 0.22

2 increases by 1%=< and <5% 15 0.33

3 increases by 5%=< and <10% 25 0.55

4 increases by 10%=< and <15% 4 0.09

5 increases by 15%=< and <20% 22 0.48

6 increases by 20%=< 91 2.00
Total 4,553 100
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6.1 推定結果 

表４は、三種類の ICT 投資変数を内生変数として取り扱ったうえで、総従業員数の変化

に対して ICT 投資が与える因果効果を推定した結果である。第一段階の推定から、予想通

り企業の主観的な評価が税制変更後の ICT 投資水準と正の相関を有していることが確認さ

れる一方で、二段階目の推定から、この税制変更に起因する ICT 投資実施額が企業全体で

見た雇用の伸び率に影響を与えていないことが分かる。 

 

表４ 従業員数の変化に対する因果効果（2003 年・2004 年データ） 

 

Panel (a1)

Dependent Var

Independent Var Coef. Robust
S.E. Coef. Robust

S.E. Coef. Robust
S.E. Coef. Robust

S.E.
1(Tax is effective) (2004) 0.42 0.08 *** 0.41 0.10 ***

ICT Investment (2004)
predicted 0.02 0.03 0.04 0.04

ΔLN_SALES (Lagged) 0.24 0.09 *** -0.03 0.03 0.14 0.09 0.02 0.02
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

Panel (a2)
1(Tax is effective) (2004) 0.25 0.07 *** 0.22 0.09 **

ICT Investment (2004)
predicted 0.02 0.05 0.07 0.08

ΔLN_SALES (Lagged) 0.19 0.08 ** -0.03 0.03 0.16 0.08 ** 0.01 0.02
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

Panel (a3)
1(Tax is effective) (2004) 0.51 0.08 *** 0.53 0.10 ***

ICT Investment (2004)
predicted 0.01 0.02 0.03 0.03

ΔLN_SALES (Lagged) 0.23 0.09 *** -0.03 0.03 0.13 0.09 0.02 0.02
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

First stage Second stage First stage Second stage

First stage First stageSecond stage Second stage

yes
yes

ICT Investment
(2004)

Δemployment
(2003-2004)

ICT Investment
(2004)

Δemployment
(2002-2004)

(Total ICT investment / #EMP)
LN( #EMP)

1,914 1,914 1,279 1,279
0.000 0.043 0.000 0.001

yes
yes

0.29 . 0.28 .

(Hardware ICT investment / #EMP)
LN( #EMP)

1,914 1,914 1,279 1,279
0.000 0.058 0.000 0.010

yes
yes

0.16 . 0.18 .

First stage Second stage First stage Second stage

(Software ICT investment / #EMP)
LN( #EMP)

1,914 1,914 1,279 1,279
0.000 0.035 0.000 0.000
0.11 0.00 0.12 .
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表５は、三種類の ICT 投資変数を内生変数として取り扱ったうえで、従業員に占める ICT

利用者及び情報処理要員（ICT 人材）の雇用数シェアに対して ICT 投資が与える因果効果

を推定した結果である。雇用の伸び率をアウトカムとして設定した場合とは異なり、税制

変更に起因する ICT 投資実施額が ICT 人材の雇用数シェアに対して正の影響を与えている

ことが分かる。 

 

表５ ICT 人材の雇用数シェアに対する因果効果（2003 年・2004 年データ） 

 
 

Panel (b1)

Dependent Var

Independent Var Coef. Robust
S.E. Coef. Robust

S.E. Coef. Robust
S.E. Coef. Robust

S.E.
1(Tax is effective) (2004) 0.42 0.08 *** 0.41 0.10 ***

ICT Investment (2004)
predicted 0.11 0.05 ** 0.12 0.06 *

ΔLN_SALES (Lagged) 0.24 0.09 *** -0.05 0.03 0.14 0.09 0.02 0.02
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

Panel (b2)
1(Tax is effective) (2004) 0.25 0.07 *** 0.22 0.09 **

ICT Investment (2004)
predicted 0.18 0.09 ** 0.23 0.14

ΔLN_SALES (Lagged) 0.19 0.08 ** -0.05 0.04 0.16 0.08 ** 0.00 0.03
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

Panel (b3)
1(Tax is effective) (2004) 0.51 0.08 *** 0.53 0.10 ***

ICT Investment (2004)
predicted 0.09 0.04 ** 0.09 0.05 *

ΔLN_SALES (Lagged) 0.23 0.09 *** -0.04 0.03 0.13 0.09 0.03 0.03
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

First stage Second stage First stage Second stage

First stage First stageSecond stage Second stage

yes
yes

1,2791,914
0.041

1,914
0.000

1,279
0.000

0.03
0.027

1,279

0.000 0.152 0.096
1,279
0.000

1,279

Second stage

0.28

1,914 1,914

1,914 1,914 1,279

0.010.29

First stage Second stage First stage

0.000 0.145 0.000

yes
yes

(Total ICT investment / #EMP)
(#Total ICT EMP / #EMP)

(Software ICT investment / #EMP)
(#Total ICT EMP / #EMP)

0.120.11 . .

yes
yes

0.16 . 0.18 .
0.157

ICT Investment
(2004)

ICT Investment
(2004)

Δemployment
(2003-2004)

Δemployment
(2002-2004)

(Hardware ICT investment / #EMP)
(#Total ICT EMP / #EMP)
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表６は、表５の結果について、雇用数シェアの分子として社内の ICT 人材数と社外から

派遣された ICT 人材を用いた場合を個別に推定した結果である。この推定結果から、表５

で示した、ICT 投資実施額が ICT 人材の雇用数シェアに対して与える正の影響が、「社内の」

IT 人材の雇用数シェアに対する影響にドライブされていることが分かる。 

 

表６ 社内・社外の ICT 人材を区別した推定結果（2003 年・2004 年データ） 

 
 

表７から表９は、同様の分析を 2008 年・2009 年・2010 年サンプルを用いて行った結果

であり、何れも表４から表６の結果と整合的である。 

 

Panel (c1)

Dependent Var

Independent Var Coef. Robust
S.E. Coef. Robust

S.E. Coef. Robust
S.E. Coef. Robust

S.E.
ICT Investment (2004)

predicted 0.11 0.04 ** 0.10 0.06 * 0.01 0.02 0.02 0.01

ΔLN_SALES (Lagged) -0.04 0.03 0.02 0.02 0.00 0.01 0.00 0.00
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

Panel (c2)
ICT Investment (2004)

predicted 0.17 0.08 ** 0.19 0.13 0.01 0.03 0.03 0.03

ΔLN_SALES (Lagged) -0.05 0.03 0.00 0.03 0.00 0.01 0.00 0.01
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

Panel (c3)
IT Investment (2004)

predicted 0.09 0.04 ** 0.08 0.05 * 0.00 0.01 0.01 0.01

ΔLN_SALES (Lagged) -0.04 0.03 0.03 0.02 0.00 0.01 0.00 0.00
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

0.003 0.011
.

1,914 1,279

Second stage Second stage

Second stage Second stage

.
0.930 0.998
0.01 .

yes
yes

(#In-house ICT EMP / #EMP)

(Total ICT investment / #EMP)
(#Outsourced ICT EMP / #EMP)

(#In-house ICT EMP / #EMP)
1,914 1,279

0.037 0.046
. .

Δemployment
(2003-2004)

Δemployment
(2002-2004)

yes

Second stage

yes
(Total ICT investment / #EMP)

0.05

yes
yes

(Total ICT investment / #EMP)
(#In-house ICT EMP / #EMP)

1,914 1,279

0.078 0.094
.

yes
yes

(Total ICT investment / #EMP)

1,279
0.906 0.967
0.01 .

Δemployment
(2003-2004)

Δemployment
(2002-2004)

yes
yes

(Total ICT investment / #EMP)
(#Outsourced ICT EMP / #EMP)

1,914

Second stage

1,914 1,279

0.892 0.950
0.0098 .

yes
yes

(Total ICT investment / #EMP)
(#Outsourced ICT EMP / #EMP)

1,914 1,279
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表７ 従業員数の変化に対する因果効果（2008 年・2009 年・2010 年データ） 

 

Panel (d1)

Dependent Var

Independent Var Coef. Robust
S.E. Coef. Robust

S.E. Coef. Robust
S.E. Coef. Robust

S.E. p-value

1(Tax impact 1) (2008) 0.14 0.18 0.14 0.19
1(Tax impact 2) (2008) 0.14 0.15 0.23 0.17
1(Tax impact 3) (2008) 0.05 0.10 -0.01 0.12
1(Tax impact 4) (2008) 0.09 0.23 0.09 0.25
1(Tax impact 5) (2008) 0.35 0.12 *** 0.36 0.13 ***
1(Tax impact 6) (2008) 0.22 0.07 *** 0.23 0.08 ***

ICT Investment (2008)
predicted 0.09 0.09 0.19 0.17 0.26

ΔLN_SALES (Lagged) -0.02 0.03 0.03 0.01 *** -0.02 0.04 0.07 0.03 0.01 ***
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

Panel (d2)
1(Tax impact 1) (2008) -0.01 0.08 -0.02 0.09
1(Tax impact 2) (2008) 0.05 0.07 0.10 0.08
1(Tax impact 3) (2008) 0.06 0.05 0.03 0.06
1(Tax impact 4) (2008) 0.14 0.11 0.14 0.11
1(Tax impact 5) (2008) 0.13 0.06 ** 0.13 0.06 **
1(Tax impact 6) (2008) 0.09 0.03 *** 0.09 0.04 **

ICT Investment (2008)
predicted 0.15 0.23 0.39 0.40 0.33

ΔLN_SALES (Lagged) 0.00 0.01 0.03 0.01 *** 0.00 0.02 0.07 0.03 0.01 ***
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

Panel (d3)
1(Tax impact 1) (2008) 0.16 0.10 0.16 0.11
1(Tax impact 2) (2008) 0.04 0.09 0.07 0.10
1(Tax impact 3) (2008) 0.03 0.06 -0.01 0.07
1(Tax impact 4) (2008) -0.04 0.13 -0.04 0.14
1(Tax impact 5) (2008) 0.18 0.07 ** 0.18 0.08 **
1(Tax impact 6) (2008) 0.14 0.04 *** 0.15 0.04 ***

ICT Investment (2008)
predicted 0.18 0.16 0.32 0.31 0.30

ΔLN_SALES (Lagged) -0.01 0.02 0.03 0.01 *** 0.00 0.02 0.06 0.03 0.01 **
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

(Hardware ICT investment / #EMP)
LN( #EMP)

First stage Second stage First stage Second stage

1,3761,674 1,3761,674

First stage Second stage

yes
yes

First stage Second stage

First stage First stageSecond stage Second stage

ICT Investment
(2008)

Δemployment
(2007-2008)

ICT Investment
(2008)

Δemployment
(2006-2008)

yes
yes

(Total ICT investment / #EMP)
LN( #EMP)

1,674 1,674 1,376 1,376
0.000 0.005 0.000 0.088
0.24 . 0.23 .

yes
yes

(Software ICT investment / #EMP)

0.000 0.003 0.000 0.064
0.21 . 0.20 .

LN( #EMP)
1,674 1,674 1,376 1,376
0.000 0.006 0.000 0.105
0.11 . 0.10 .
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表８ ICT 人材の雇用数シェアに対する因果効果（2008 年・2009 年・2010 年データ） 

 

Panel (e1)

Dependent Var

Independent Var Coef. Robust
S.E. Coef. Robust

S.E. Coef. Robust
S.E. Coef. Robust

S.E.
1(Tax impact 1) (2008) 0.07 0.20 0.07 0.24
1(Tax impact 2) (2008) 0.11 0.16 0.20 0.19
1(Tax impact 3) (2008) 0.06 0.14 -0.02 0.16
1(Tax impact 4) (2008) 0.08 0.30 0.08 0.32
1(Tax impact 5) (2008) 0.28 0.14 ** 0.27 0.15 *
1(Tax impact 6) (2008) 0.18 0.07 ** 0.20 0.09 **

ICT Investment (2008)
predicted 0.09 0.10 0.38 0.23 *

ΔLN_SALES (Lagged) -0.01 0.03 0.01 0.01 0.00 0.06 0.01 0.04
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

Panel (e2)
1(Tax impact 1) (2008) -0.04 0.09 -0.06 0.11
1(Tax impact 2) (2008) 0.04 0.07 0.09 0.09
1(Tax impact 3) (2008) 0.06 0.07 0.02 0.08
1(Tax impact 4) (2008) 0.20 0.14 0.19 0.15
1(Tax impact 5) (2008) 0.12 0.06 * 0.12 0.07 *
1(Tax impact 6) (2008) 0.07 0.03 * 0.08 0.04 *

ICT Investment (2008)
predicted 0.37 0.25 0.76 0.43 *

ΔLN_SALES (Lagged) 0.01 0.02 0.00 0.01 0.02 0.03 0.00 0.04
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

Panel (e3)
1(Tax impact 1) (2008) 0.13 0.11 0.16 0.14
1(Tax impact 2) (2008) 0.03 0.09 0.06 0.11
1(Tax impact 3) (2008) 0.05 0.08 0.02 0.09
1(Tax impact 4) (2008) -0.06 0.18 -0.07 0.19
1(Tax impact 5) (2008) 0.11 0.08 0.10 0.09
1(Tax impact 6) (2008) 0.14 0.04 *** 0.15 0.05 ***

ICT Investment (2008)
predicted -0.01 0.21 0.54 0.31 *

ΔLN_SALES (Lagged) 0.00 0.02 0.01 0.01 0.01 0.03 0.00 0.03
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

(Hardware ICT investment / #EMP)
(#Total ICT EMP / #EMP)

First stage Second stage First stage Second stage

8841,156 8841,156

First stage Second stage

yes
yes

First stage Second stage

First stage First stageSecond stage Second stage

ICT Investment
(2008)

Δemployment
(2007-2008)

ICT Investment
(2008)

Δemployment
(2006-2008)

yes
yes

(Total ICT investment / #EMP)
(#Total ICT EMP / #EMP)

1,156 1,156 884 884
0.000 0.043 0.000 0.026
0.26 0.08 0.25 .

yes
yes

(Software ICT investment / #EMP)

0.000 0.303 0.000 0.022
0.22 . 0.22 .

(#Total ICT EMP / #EMP)
1,156 1,156 884 884
0.000 0.009 0.000 0.000
0.11 0.10 0.10 .
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表９ 社内・社外の ICT 人材を区別した推定結果（2008 年・2009 年・2010 年データ） 

 

 

表 10 は、アウトカムとして労働生産性を用いた結果を示している。2003 年・2004 年サ

ンプルにおいてのみ、税制変更に起因する ICT 投資実施額が労働生産性の変化に対しての

正の影響を与えていることが分かる。2008 年・2009 年・2010 年サンプルを用いた分析に

ついては、リーマンショックなどの影響を受けている可能性もあるが、これらの結果は、

ICT 投資の実施が生産性に与える正の影響を確認するものではない。 

ここまでの結果は、ICT 投資額（𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓）として税制変更後の水準を用いてきたが、前節で

Panel (f1)

Dependent Var

Independent Var Coef. Robust
S.E. Coef. Robust

S.E. Coef. Robust
S.E. Coef. Robust

S.E.
ICT Investment (2008)

predicted 0.01 0.07 0.24 0.13 * 0.01 0.02 0.07 0.05

ΔLN_SALES (Lagged) 0.01 0.00 -0.01 0.02 0.00 0.00 0.01 0.02
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

Panel (f2)
ICT Investment (2008)

predicted 0.10 0.15 0.55 0.29 * 0.05 0.05 0.14 0.10

ΔLN_SALES (Lagged) 0.00 0.00 -0.01 0.02 0.00 0.00 0.01 0.02
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

Panel (f3)
ICT Investment (2008)

predicted -0.05 0.16 0.37 0.19 * -0.01 0.04 0.10 0.07

ΔLN_SALES (Lagged) 0.00 0.00 -0.02 0.02 0.00 0.00 0.01 0.02
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

Employment Type
No. Obs
Prob > F

R-squared

Second stage

Second stage Second stage

Second stage Second stage

0.000 0.000
0.11

1,595 1,290
0.002 0.000
0.09

1,595 1,290

yes
yes

(Software ICT investment / #EMP)
(#In-house ICT EMP / #EMP)

0.000 0.000
0.08 0.02

(#In-house ICT EMP / #EMP)
1,595 1,290

Δemployment
(2007-2008)

Δemployment
(2006-2008)

yes

Second stage

Δemployment
(2007-2008)

Δemployment
(2006-2008)

yes
yes

(Total ICT investment / #EMP)
(#Outsourced ICT EMP / #EMP)

.

.

yes
yes

(Hardware ICT investment / #EMP)
(#In-house ICT EMP / #EMP)

yes
(Total ICT investment / #EMP)

0.04 .

yes
yes

(Hardware ICT investment / #EMP)

1,169 895
0.114 0.923

0.00 .

yes
yes

(Software ICT investment / #EMP)

(#Outsourced ICT EMP / #EMP)
1,169 895
0.142 0.860

0.00 0.02

(#Outsourced ICT EMP / #EMP)
1,169 895
0.094 0.795
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議論した通り、ICT 投資額の水準には企業レベルの観察不可能な固定効果が含まれている

可能性がある。例えば、企業に優れた管理部門が存在し、そうした企業においては従前か

ら高い水準の ICT 投資が行われており、かつ IT 人材の雇用シェアや労働生産性について

の上昇トレンドを有している可能性などである。こうしたケースにおいては、仮に ICT 投

資の実施が直接的に IT 人材の雇用シェア上昇や生産性上昇を生み出していなかったとし

ても、先に示した結果が誤って得られてしまう。 

 

表 10 労働生産性に対する因果効果 

 

Panel (g1)

Dependent Var

Independent Var Coef. Robust
S.E. Coef. Robust

S.E. Coef. Robust
S.E. Coef. Robust

S.E.
ICT Investment (2004 or 2008)

predicted 0.08 0.05 * 0.14 0.07 ** -0.05 0.18 0.09 0.21

ΔLN_SALES (Lagged) 0.08 0.05 -0.02 0.05 0.03 0.04 0.06 0.04
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

IV
No. Obs
Prob > F

R-squared

Panel (g2)
ICT Investment (2004 or 2008)

predicted 0.11 0.07 0.20 0.10 * -0.15 0.39 0.23 0.43

ΔLN_SALES (Lagged) 0.08 0.06 -0.03 0.06 0.04 0.04 0.06 0.04
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

IV
No. Obs
Prob > F

R-squared

Panel (g3)
ICT Investment (2004 or 2008)

predicted 0.07 0.04 * 0.12 0.06 ** 0.00 0.21 0.06 0.21

ΔLN_SALES (Lagged) 0.09 0.06 -0.01 0.04 0.03 0.04 0.06 0.04
constant

Industry fixed-effect
Investment Type

IV
No. Obs
Prob > F

R-squared

Second stage Second stage

yes yes
(Total ICT investment / #EMP) (Total ICT investment / #EMP)

ΔLN(Labor
productivity)
(2007-2008)

ΔLN(Labor
productivity)
(2006-2008)

yes yes

ΔLN(Labor
productivity)
(2003-2004)

ΔLN(Labor
productivity)
(2002-2004)

690
0.000 0.000 0.039 0.000
1,069 702 766

(Total ICT investment / #EMP)
yes yes

(Total ICT investment / #EMP)

Second stage Second stage

yes yes

. . 0.02 0.03

690
0.000 0.000 0.070 0.000
1,069 702 766

yes yes
(Total ICT investment / #EMP) (Total ICT investment / #EMP)

Second stage Second stage

yes yes

. . 0.02 0.02

0.015 0.000
1,069 702 766

1(Tax is effective) (2004) 1(Tax impact 1～6) (2008)

1(Tax is effective) (2004) 1(Tax impact 1～6) (2008)

1(Tax is effective) (2004) 1(Tax impact 1～6) (2008)

. . 0.0275 0.0384

690
0.000 0.000
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表 11 ICT 投資の伸び率を用いた推定（OLS 推定） 
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表 12  ICT 投資の伸び率を用いた推定（IV 推定） 
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この点を踏まえて、表 11 及び表 12 では、第一段階目の被説明変数を税制変更前後の ICT

投資の伸び率とした分析を行った結果を示している。まず表 11 では、一段階の推定をスキ

ップして、税制変更前後の ICT 投資の変化が税制に起因した外生的なものであると仮定し

た上で、単純な OLS 推定を行っている。興味深いことに、この（誤った定式化に基づく）

推定からは、税制変更前後にかけての ICT 投資の増加が、雇用の減少、ICT 人材の雇用数

シェア上昇、労働生産性の上昇を生み出しているとの結果になっている。しかし既述の通

り、税制変更前後の ICT 投資の変化を instrument していないこの OLS 推定では、ICT 投資

の因果効果を正しく推定することは出来ない。表 12 は、この点を踏まえて、第一段階目で

ICT 投資の税制変更前後の伸び率を情報処理実態調査から把握した企業の主観的評価に回

帰することで、「ICT 投資の伸び率のうち、税制変更に起因した部分」を推定した上で、そ

の推定値が各アウトカムとどの様に相関しているかを確認することで、税制変更由来の

ICT 投資額の伸び率が各アウトカムに与える因果効果を推定している。この推定結果から、

これまでに示した結果のうち、ICT 投資が IT 人材の雇用数シェアに与える正の影響と、特

に社内の IT 人材の雇用数シェアに与える正の影響が確認される。 

 

７．まとめとディスカッション 

本研究は、企業による ICT 投資が雇用と生産性に与える短期的な影響を、因果関係に配

慮しながら実証的に検討したものである。具体的には、「税制の変更が ICT 投資に与えた

影響」を明示的に調査した企業向けアンケート結果を利用して、税制変更に起因する ICT 

投資の実施が、企業レベルの従業員数、従業員に占める IT 利用者及び情報処理要員（IT 人

材）の雇用数シェア、社内の IT 人材と外部からの派遣 IT 人材の雇用数シェア、労働生産

性に与えた影響を推定した。最大で二千社程度に関する情報処理実態調査と企業活動基本

調査の個票データを用いた推定結果は以下の通りである。第一に、当該税制導入に伴う ICT

投資の増加は企業レベルの従業員数に影響していない。第二に、同 ICT 投資の実施は社内 

IT 人材の雇用シェアを増加させた。第三に、ICT 投資の実施が労働生産性に与える短期の

影響は限定的であった。 

これらの結果は、税制ショックに起因する ICT 投資の結果として、社内の非 ICT 人材が

ICT 資本と補完的な ICT 人材として短期間に再配置されたことを示唆しており、近年の先

行研究の含意と整合的である（例：Taştan et al. 2020）。一方で、本研究の推定結果からは、

こうした ICT 投資の増加とそれに伴って生じた上記の ICT 人材の増加が、労働生産性で見

た企業パフォーマンスの改善には必ずしも繋がっていなかったことも確認されている。こ

の背景には、ICT の利用に従前必ずしも習熟していなかった人材が、ICT 投資に伴って形

式的に ICT 人材としてタスクなどを割り振られたとしても、企業レベルでの生産性改善を

生み出すには至らないという可能性を示唆している。 

近年、人的資本の蓄積を通じた企業成長の可能性がマクロ経済学の文脈で注目を集めて
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いるが（例：宮川・滝澤 2022）、こうした「大きなストーリー」を支えるミクロレベルで

のファクトとして、本研究の結果は、企業が組織的に人的資本投資を通じた従業員のリス

キリングに取り組む意義を確認するものである。なお、ICT は、「ネットワーク効果」とし

て広く知られている通り、協働関係にある主体の多くがその技術を利用することで、本来

的な技術の価値が十全に発現するという特性を有している。逆に、ICT 投資の一方で組織

内にこうした技術を十分に活用できない人材が存在すると、企業パフォーマンスの改善に

とって致命的なボトルネックとなり得る。この意味で、ICT 投資が生産性へ正の因果効果

を持つためには、補完的な要素である労働に関する ICT リテラシーの改善を、従業員全体

について実現することが重要である。 

 残された多くの研究課題から、以下、特に重要と考えられるものをピックアップする。

第一に、ICT 投資の結果として新しいタスクが生みだされたか否かを別途のデータ構築を

含めて確認することが有益である。また、どのような企業においてよりスムーズな職種変

換が行われたのかを検討する必要がある。この分析に当たっては、単なる IT 利用者と情報

処理要員との正確な区別が重要となる。第二に、 長期に亘る生産性や雇用への影響を、他

の指標（例：TFP）や他の政策ショック（例：労働政策）の利用、追加的な属性変数（例：

企業規模）との交互効果を含めて確認するほか、設備投資などの他の企業行動との関係を

確認することも重要である。近年の研究では、ICT 投資が企業の借入制約を弱める効果を

有するという仮説（例：Pellegrina et al. 2017）や、ICT 投資によって企業の海外展開が促進

されるなどの仮説（例：Kneller and Timmis 2016; Hagsten and Kotnik 2017; Rasel 2017）が検

証されている。これらの研究が焦点を当てているメカニズムは、ICT 投資が直接的に生産

性の改善をもたらす直接的なメカニズムとは別に、例えば、制約された水準にあった有形・

無形の資本投資の増加や海外市場における learning-by-doing などを通じた間接的な生産性

改善のメカニズムとして機能する可能性がある。これら複数のチャネルを実証的に検討す

ることで、ICT 投資が企業の生産性に与える影響をより正確に理解することが出来る。第

三に、広義の ICT がどのようなミクロのメカニズムを通じて企業の生産性改善に寄与する

のかを、引き続き丁寧に検討していくことが有益である。本稿の冒頭で紹介した通り、大

規模データと機械学習手法を用いた高精度の予測が、幅広い業務において活用されている

が、近年の研究（例：Cao et al. forthcoming; Li et al. 2024; Miyakawa and Shintani 2020; 宮川

ほか 2022）では、機械学習ベースの予測モデルが特定の条件下（例：分析用データの次元

が十分に高くない場合）において、人による予測に劣る精度しか実現できない可能性を指

摘している。こうした結果は、どのような状況においてどのようタスクへ、広義の ICT と

人的資本どの様に組みわせつつ利用するべきか、が引き続き重要な研究課題であることを

意味している。 
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